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1.は じめ に
近年の高齢.者は極めて/L気だと言われる。体が丈夫なうちはできればいつまで も働 きたい
と考えている人も少な くない。2004年の高齢者就業実態調査によれば、男性の35.2%、女性
のL8.4%が年齢に関係な くいつまでも働 き続けたいと考 えている。一方、定年制は依然 とし
て雇用終了局面における重要な制度として存在 している。働 き続けたい人がいながら、定年
によってその希望が満たされないとしたら、r個人にとっても社会にとっても損失 となる。働
き甲斐、生 きがいが得 られない、あるいは収入 を得られない(ま たは大きく低下す る)と な
れば問題は深刻である。 また、適切に労働力を活用できないことは国家的な損失であるとさ
えいえるであろう。こうした状況 を考えたとき、定年制度に対 して改めて目を向けてみ るこ
.とは重要であると考える
。
矢野(2005)は、「労働 市場、企業組織 労働法の.三者関係 は相互規定性をもっている」
とし(209p>、定年制に関す る議論 としては、法解釈論、法政策論がな されてきたとしてい
る(210p)。本稿は、定年制度に関する近年の議論を トレースしてその今 日的位置 を確認 し、
組織において人的資源管理の議論 をする側は今何を受け,r.めるべ きか(規 定 されうるものは
なにか〉、を見出そ うとす るものである。以一rでは、法解釈論、法政策論(労 働経済学によ
る考察を含む)に おける定年制の位置づけを考察する。その上で、近年国においてな された
定年制にかかわる議論 を概観 し、人的資源管理にむけられているものは何かを考える。
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2.定年制度め法解釈論
定年制度とは何か、それが合理的なものかについては、労働法における法解釈の分野で主
に議論がなされている。代表的な判例では、以下のように示されている。
本件55歳定年制は、満55歳の到達によ り被告会社又は労働者のい"れ のw一 者の意思
表示なくして当然に雇用契約 を終fさ せる制度であり、被告の原告に対する前記定年退職
予告の意思表示は、定年によって雇用契約が終.了す.る旨の.通知にすぎないもの と解するの
が相 当である(ア ール ・エ フ ・ラジオ日本事件.東 京地判平成6年9月29口)(下 線筆
者〉。
法律上では、定年制が定年退職制(解 雇の意思表示が不要)か 定年解雇制(解 雇の意思表
示が必要)か との議論がある。判例では定年退職制と捉 えている。この場合、そもそも定年
制が適法であるかとの議論があるが、判例は.ごれを肯定 している(秋atバス事件最高裁判決
(最大判昭43.1L.L5))。
次に年齢差別が問題 となる。.これについては、判例は年齢 を.基準.と.した取扱いの合理性 ・
合憲性を肯定 しており(三菱樹脂事件最高.裁判決(最 大判昭48.12,12>)、年齢を用いた雇用
管理は、.人権保障としての差別対象と.は位買づけ.られていない(関.2009)。「
かかる議論に.見られるとお り、=.法律の観点か らの議論では、.判例の立場では定年制をめぐ
ってはその存在を合理的なものであると見てい.ると考えてよいであろう.,..ただ し、法解釈.上
はいまだその合理性が確定 したと.は.言い難い面がある.点には留意すべ きである。例えば、矢
野(2005>は、.定年制の.法的有効性につ き、判例 の合理的審査は4つ の類型にわけるこどが
出来ると指摘し、また∴学説においては定年制を無効とする見解、定くi.制の持つ機能の弱体
化によって合理性を失 うとする説などがあるとしている。また、柳澤(2006)は、上述の秋
北バス事件最高裁判決 を、定年制度をめぐる判例法理の出発点と.位置づけ、当時か ら学説は
判決多数意見に批判的であった.ことや、.判決内でのJX対意.見を紹.介してい.る。その.上で、同
判決による合理性の判断基準はその後も判例法理の中.で生き続.けているとしている。
.i.述のように、法解釈論として、定年の合理性については、、判例は肯定 しつつも、学説に
は異論も少なからずあり、定年制度がゆるぎないものとして存在 しているとは言い切れない
ことがわかる。..菊池(2005).も「定年制度の.私法上の意義を.めぐっては、こんにちなお、理
論的解決を兇たとは言いがたい」(4.1p)=としている。換言すれば、法解釈論として定年制 を
非n理 的なものとして否定することも、今後はありうる.ということでもあろう。実際、菅野
(2008)の「企.業の従業員に対する雇用尊重の基本方針が放棄 され、かつ年功処遇が能力主
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義 ・成果主義によって置 き換えられた場合には、.定年は従業員に どっては格別メ.リッ トのな
い制度 と化 し、合理性を失うこ.ととなる」(431p)というように、合理性に留保条件をつ け
ている解釈 もある。判例においても.、定年制度が.今後も存続 し続ける(合理的なものとされ
つづける)と は必ず しも言えないであろう。ただ し、「定年制度」 とい う.言葉の定義づけ自
体 は受け入れ ざるを得ないと考 える..(「当然」 に、 というところは、あ.くまでも解雇の意思
表示 が必要な 「解雇」制ではなく定年 「退職」制であるという意味合いで使 うのであり、.退
職するのは当たり前、 という意味で 「当然J.ということではない と考 える)。本論において
は、定年制度 とは、.卜述の定.義に沿ったものとして捉 え、以下論 じ.る。
3,定年制度の政策論
次 に、政策論上の議論をみてみる。前提 として、定年制度が持つ意味合いを歴史的な観点
か ら確認すべ く、戦後における定年制度について.概観する』
定.年制度のliY史的考察については、荻原(1984)、菊野(1988)、佐口(2000>、濱1](2006)
ほか多くの研究がある。小越(2006)によれば、特に戦前のB本 の定年制に関してのもっと
も優れた文献であるのは荻原(1984)であるとい う。菊野(1988).も荻原の時代区分に拠 っ
ている。本論においては荻原の時代区分を参考.に、.主に戦後における定年制のあり方を3.つ
の時代区分に分け,確 認する。.
①定年制の復活期(第2次 大戦.直後～高度 成長期)
..大戦.直後は、生産設備の壊滅的打*..引揚者の増大.による労働力過.剰により、人員整理が
さかんに行なわ.れた。中高年.労働力を整理する.ために企業は中断していた定年制を復活 した
り、新たに導入 しはじめたりした。かかる事情について佐口(zooo)は「経営倶吐は雇用の調
整機能を労働組合側は雇用の保障機能を重視していたとい うまさに同床異夢状況だったJと
し、 「1両者.のギ ャップを緩和.(曖昧化〉 したのが雇用制度の工職統...・とい.う理念であ」 り、
「この理念があったから.こそ定年制度は現業労働者 を対象に含んで急速にR及 していたと考
えられる」(58p>としている。
.一方、荒木(1972)は別.の側面から説いている。この時期の普及は定年制が労使間の権利
義務関係 として確立 されたということであり.,定年制 と密接に結びつ く年功序列型賃金体系
も企業.名団体交渉の積み重ねの中で定着 したとする。すなわ.ち戦後定年制普及を支 えた要素
として、労働組合の協力ないし容認があったとす るものである。この指摘は佐口の指摘 を
「当事者」 というaweから支持 しているとFAえ 、定年制普及の要因として考 えることがで
きよう。
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②定年延長の時代(昭 和30年 代 後半～50年 代)
高度成長期には大企業を中心 として企業の定年制実施率はほぼioo%となるω。 しか しな
がら、定年年齢は55歳が中心であった。 この時期に定年年齢は人口の高齢化と核家族化 と
いう二つの問題に面:面した。この問題解決のため、定年年齢の延長の必要が生 じてきたので
ある。八代(2009)は、1975年以降は60歳への定年延長が社会的潮流 となったとし、熟練
労働力を継続 して活川できることや、従業員の一体感の醸成 といったように、個別企業にも
定年延長を行なうメリッ トがあったと指摘 している。1975年(昭和50)には雇川保険法が
施行 されるに伴い、定年延長奨励金、高年齢者雇用奨励金、継続雇用奨励金の施策が新設 ・
整備 された。1976年(昭和51)には 「中高年の雇用に関す る特別措置法」 が改正 され、高
齢(55歳以上)の 労働者を6%以上雇用することが義務付けられたが、罰則規定がないため
に雇用率は改善 しなかった。1978年(昭和53>には財団法人 「高齢者雇用開発協会」が設
立 され、「昭和60年60歳定年」 という政策基本目標のもと、60歳定年促進のための普及啓
発活動が行われた②。
なお、八代(2009>は、労働行政が定年延長を主導 した背景 として、 日本では定年到達後
の再就職が困難であることや、就職が可能であっても賃金水準の大幅に下落することがあっ
たとしている。
⑤ 昭和60年 代以降～現状
1985年(昭和60)に60歳定年 を定めている企業は全体の51%に過 ぎなかったが、(雇用
管理調査 労働省)、1986年(昭ail6t)の高 年齢 者雇用安定法施行により60歳以上定年年
齢が努力義務化され、徐々に改善 されていく。199E年(平成4)に は60歳定年が7割 を超
え、翌年は定年を55歳以下 とする企業がys%となり、全体のz割 を切 った(雇 用管理調査
厚生労働省)。1998年(平成io)に同法は改正 され、定年年齢が法定義務化、60歳未満の
定年年齢は無効となった。1999'f(平成12)の時点で60歳以 ヒを定年年齢 とする企業がほ
ぼ100%となっている(雇用管理調査 厚生労働省〉(3;。
2004年(平成16)の高齢者雇用安定法改正では、65歳定年制などの65歳までの雇用確保
措置 を行なっている。すなわち、60歳未満の定年 を禁止 し(強行法規〉、65歳未満の定年を
定める事業主は、その雇用する高年齢者の65歳までの雇用確保のために、ア)定年引上げ、
イ)継続雇用制度の導入、 ウ)当該定年の定めの廃止、のいずれかの措置(「高年齢者雇用
確保措置」)をとらなければならない。
現在、高齢者の雇用対策は.ヒ述のように 「60歳未満の定年制禁i[.、65歳までの継続雇用
の奨励による65歳までの雇用確保および募集 ・採川時の年齢制限の禁止などを通 じた中高
年齢者の再就職の促進が中心となっている」(関2009)。さらに、政府は団塊 世代を主な対象
として、「70歳まで働ける企業」推進プロジェク トをおこなっている。
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雇用調整 と雇用保障の両側面を持つ定年制は㍉戦時中の特殊な状況 を経て、戦後形成され
たというべきである。ただし、その制度は佐口(zooo;のい うところの 「労使の同床異夢の
中」(77p>.で生 まれたものであり、定年制慶は 「曖味な性格を問われ続けた」.(77p>といえ
る。換言すると、「巾高年中心の雇用の調整 と.定年 までの雇用の保障 という要請の衝突はも
ともと戦後 日本の定年制度に内在 していた」(77p)のである。高度成長期以降は定年制度に.
関す る議論は、その定着と年齢の延長が焦点となっ.てきたと考えてよいであろう。
「
↑
?
??
?
それでは、定年制度に関する近年の政策的議論はどのよう..なものであるか。
近年の法政策、労働政策の議論において影響を与えたのは、PLazear(以下、ラジアーと
表記)(1998)の理論による定年制度の合理化であると解する。ラジアーは、労働者が 「ズ
ルける」 ことなく長期間働 き続 けさせることを可能 とするために、労働者 を会社に対す る
「貸 し手」 とする方策を考えた。若年期は給与を限界生産力(い わばその労働者の実際の貢
献分)以 下としておき、一定期間の後は金利 を加え.て払 う1.つまり、高年になると限界生産
力以上の見返りを出すというものである。定年は勤労期間全体で.見たときに、働き分と支払
い分が等価 になるように設定 しておくのが理想となる。労働者がズル けた場合に退職すると
すれば、貸 し分が戻 らなくなることか.ら、会社にb続:け..るインセンテ ィブになる、というこ
とになる。清家 ・山田(2004)は、加えて企業は賃金が限界生産力を.ヒ回った時点か ら、そ
こか ら定年までの賃金 と限界生産力の差額分の退職金を支払って も.、この従業.員を退職 させ
たいという動機 をもつ(120p)としている(a:。
...F.述の議論については批判 もある。野村.(2007)はラ.ジア両のい うズルけること(原文で
はcheat>の用法に着目し磁 こ.こで.の「ズルけ」とは 「期待を下回る努力 レベルで仕事をす
ること」であり、日本の場合にはこの程度では解雇事由にならないため、 「ズルけ」の抑制
のインセンティブは働かないとしている。また、年功賃金や長期雇用ではない中小零細企業
において も定年制が普及していること、生産性の把握が可能な製造大企業の直接生産労働者
が年功賃金で.あることを挙げ、ラジアーモデルでは日本の年功賃金制は説明できないとして
いる,,
ラジアーの議論をもとに、定年制の廃止を論じたのは、清家(zoo)である。.清家は、年
功賃金制度、年功処遇、 日本特有の能力開発制度、r用 調整能力の不十分 さや一律の扱いな
どが定年制度 を必要としたとし、賃金のフラッ ト化や自らの能力開発、労働市場の活用によ
って、定年制のない社会 を目指すべきだとしている。さらに米国の制度 を参考に、年齢差別
法の制定を主張 している。
清家の議論に対 しては、批判がある.八代(20〔〕9)は留保すべ き点 として、①従来の賃金
体系 を前提にエージレス雇用を行なえば人件費負担が大幅に増大する②定年制に変わる雇用
調整手段 をどのようにするのか③企業の人員計画が定年灘を前提にな されている以...};、「年
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齢以外の基準」による解雇権の拡大 と、年功的処遇の見直 しが必要だが、それは経済分析 の
観点か らPJ能か④定年制と引き換えに拡大する 「解雇権」の基準は何か、といったことを挙
げている。法政策的な視点か らの批判 としては、大内(2007>.があげられる。.大内はζ定年
制}を「差別」 と捉えることに疑問を呈 し、法的に年齢差別を禁止ずる規定はな く、判例 も年
齢差S9という観点か らは定年制を論 じてはいないとする。定年制を撤廃 した場合、解雇権 と
の関係.上能力重視主義 となり、能力の不足 しがちな高齢者の解雇 を容易にする可能性 もある
と指摘する。その上で、年齢に関係なく働ける社会 という考 え方は舶来の 「思想」で 日本 に
根付 きそうにはないと し、定年制は高齢者に.対する年齢r差 別」.ではない、と結論付けて い
る。
政策論における定年制の廃止 という点に関 して言えば、いずれの立場にも説得力があ り、
どちらの方向へ向かっていくべきかにつ.いては一概.に定めることはできない。では定年制 に
ついて、政府あるいは国政 レベルではどのよう=に考.えているのか。以下では政府の研究会等
の報告 を対象として、議論の内容を検討する。
4.政府研窺会での議論
1990年代後半から、政府においても定年鍛、あるいは年令にかかわる雇1.1.}関係に する各
種研究.会等が開かれ検討がな されてきた(戎野20〔}8)(5;。.ここでは戎野がとり上げているも
のを中心 として、その報告書等に着目.し.、定年制について.の.考え方を.確認 していく。な.お、
各研究会、会議はそれぞれ趣旨が異なるため、必ず しも同.....・の.論点につ.いて議論がなされて
いるナ)けではなく、また、政府の公式的な統..・見解を示 しているわ:けではないことには留意
が必要である。
①65歳 現役社会の 政策 ビジ ョン:構 築の ための シナ リオと課題(1997.年6..月)
本報告書は労働省(当 時)の 「65歳現役社会研究.会.1によってまとめられたものである,、
報告では、r少なくとも65歳までは現役として働 くことができる」社.会(65歳現役社.会)の
実現を目指 し、政策 ビジ.ヨンの構築が必要だとする.。そして、そのための道筋として、ア)
60歳定年 を基盤 として、65歳までの継続雇用 という現状(当 時)の 政策.体.系を強化、 イ)
65歳定年制の実現、 ウ)年齢に関係なく働 くことので きる 「エージレス社会」の実現、とい
う3つ のシナ リオを示 している。その上で、 イ)の65歳定年制は基本理念に合致し、かつ、
年金制度の整合性、高齢者の労働市場の現状等の点から評価すべ き点が多く、重要な選択肢
であるとしている。.
同報告書は、「65歳まで働ける」ことは65歳定年制を実現することと同義としたいとの理
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解 を示 したものと考えら.れる。.
② 高齢者 が参加す る経済社会.とそれに対応.した労働市場の展望 と課題≒ 活力 ある高齢
化(.アクテ.イブ ・エージング).の爽現 を 昌指1して一.(1999.年10月)
労働省(当 時〉による 「六五歳現役.社会政策ビジ ョン研究会」.が出した報告書である。「定
年制の在 り方と年齢差別禁止 との関係」という項目において、定年制の意義 と今後のあり方
.について、「(前略)わ が国の定年制は、定年によつて雇用が終..r又は中断するという側面 に
加 え、定年,iｰまで高齢者の雇用機会を確保す るという役割を実質的に果たしてきてお り、
この点に十分留意する必要がある。(中略)現 時点においては、x年 制が高齢者の雇用機会
の維持 ・確保に貢献 している側面を無視するわけにはいかず、その性急な見直 しを避けるこ
とが適当である。」(pp.1〔X11、下線筆者).としている。定年制の雇用機会確保(雇 用保障〉
の側面 を重視 し、定年制を維持する方向で考 えて.いる。 さらに報告書は 「定年の引き上げ等
による65歳までの雇用の確保」 といいう 項.目.:にお::いて は、 「個々の企業において、定年の段
階的な引一r.げ、.定年後の雇用継続制度..ある.いは他企業への再就職 あっせん等により、働 く
意欲 と能力のある高齢者 につ いて、何ら.かの形で65歳までの雇用を確保することが必要」
(llp>とし、「定年の引上げま.たは定年後め継続雇用制度め改善に当たっては、各企業の'ii
使間において解決すべき様々な課題があることを考えると、現時点 においては、法律で強制
的に定年の引上げ等を行なうことは適.切ではなく、あくまで、個々の企.業の努力に対して行
政が支援 を行なう枠組みにお.いて推進 されるべき」だどしている。
.本報告では、65歳ま.での雇用.確保の手段 として、他企業へ.の再就職あつせん を...・方策 と
して上げていることが特徴的である,ま た、法律による.強制は避けるべきともしている点が
'/さ れる。
③企 業退職者の社会参加 を.促進するシステム作 りを一ア クテ ィブ.・エージングに関 す
る議aA9のとりまとめ一.(1999年1.O月.)...
労働省(当 時)「アクティブ ・エー.ジン.グに関する懇.談会J.により取 りまとめられた報告
書である。「雇用 ・就業の促進」と言 う項 目において、.「将来的には.、高齢者が、意欲 と能力
がある限り年齢に関わ りな く働 き続.けるこ.とがで きる社会を実現 してい くこと.が必要であ
る」(5p、.一ド線策者)と しなが らも、雇用失業情勢の厳 しさを:考恐 「継続雇用を推進 し、企
業内において高齢者の知識や経験 を活かせる場 を確保すること、短時悶雇用など多様な形態
による雇用機会を確保すること等 が重要である.J(pp.5-6>としている.。
本報告書 においては、定年制度についての直接の言及はない。「継続雇用Jと いう言葉を.
使って、出来るだけ長 く働けるようにすべ きという方向性 を示すにとどまっている。「年齢
に関わりなく働 き続ける」という点を強調した見解であると解する。
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④雇用 における年齢差別禁止に関する研 究会最終報告(2000年12月)
経済iF画庁(当 時)の 「雇用 における年齢差別禁 「1:に関する研究会1に よるものである。
欧米でみられる年齢差別禁止手法の日本への導入可能性 を議論 し、報告書ではその論点 を整
理 している。年齢にとらわれずに能力を発揮できる.社会を実現するための阻害要因 として定
年制を捉 え、同制度が、年功賃金篇 と長期雇用という長期慣行における終了制度 として不 可
分のものとしている。年齢差別を禁止 した場合 は、年功制度の見薩 し、定年年齢 までの雇用
保障緩和ならびに雇用調整手段が必要 となると指摘 している。また、定年制度は再雇用や勤
務延長のスクリーニングの手段ともなっていたとも指摘する。現行(報告当時)の継続雇用、
あるいは定年延長制度との比較においては、年齢差別禁止 という手法をとった場合、雇用保
障のメリットがなくなる反面、年齢に関わ らず能力に応 じて働 ける、佳事の成果と賃金 ・処
遇が連動するという労働者側のメリッ ト、成果主義的な人事管理制度との整合、柔軟性の保
持 という企業側のメリットの存在を示 している。
同報告書は、定年制をなくす(年 齢到達による一律退職≒年齢差別の禁止)場 合における
問題点を提示 しているという点に意義のある報告であるといえる。
⑤誰 もが年齢 にかかわ りな く能 力 を発揮 して働 くこ とがで きる社会 の実現 に向 けて
(2003年1月)
厚生労働省 「年齢にかかわ りなく働ける社会に関す る有識者会議」による報告である。同
報告書は、年齢に関わりなく働ける社会を実現するために、退職、あるいは定年の問題を単
独の問題ではなく、雇用システム全体の中で見直 していかなければならないとしている。か
かるスタンスに立った .ヒで、定年制度については、以下のように多様な見解の併記をしてい
る。
まず、定年制が年齢による雇用の終 ゴまたは中断 という側面がある一方で、高齢者の雇用
機会の確保(雇 用保障)の 役割を果たして きたと指摘 し、定年制 については年金との接続の
観点から、65歳未満の定年 を禁止すべきとの意見と、企業経営の現状を考えると65歳定年
制の法制化については慎重であるべ きとの意見があったとしている。また、定年制そのもの
については、廃止論と存続論の両意見があったとしている。
年齢差別禁止に関 しては.一項を設け、同アプローチを取るべ きとの意見、年齢に関わりな
く働 ける社会というのは雇用における年齢差別を禁止することとイコールではなく、人権保
障政策的観点と雇用政策的観点を区鴉すべきという意見、あるいは、年齢に代わる基準が確
;;:;されていない中で年齢差別禁止という手法を導入すれば労働市場の混乱を招 きかねないと
の意見があったとしている。
結dA8としては、「今後10年間で段階の世代が60歳代前半にさしかかるとともに、厚生年
金の定額部分の支給開始年齢が65歳まで引き.ヒげられる時期に当たることから、少なくと
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も65歳までの安定的な雇用 を確かなものとすることを最優先 とすべ き期間である」(21p)
とし、定年制度に関連 して、「政府 として、定年の引1二げ、継続雇用制度の導入等の高年齢
者雇用確保措置について、目標、時期を示 したアクシaン プランを設定するとともに、各種
助成措置、相談援助体制の充実などを含め、目標達成に向けた計画的な取 り組みを促す対策
の強化 を図るべきであるJ(19p)として、施策の詳細は政府にゆだねている。
同報告書においては、様々な意見があったことが紹介 されつつ も、定年制度の存続そのも
のに関 して会議として結論は出していない。団塊世代の存在を理由に、定年の引上げ、ある
いは雇用継続 を選択肢 として示 している点が特徴と言える。
⑥今 後の高齢者雇 用対策 について～雇用 と年金の接続を目指 して～(2003年7月)
厚生労働省 「今後の高齢者雇用対策に関する研究会」の報告書である。高齢者雇用対策の
基本的な考え方 とい う項目において、欧米で見 られる年齢差別禁止について検討 している。
その中で、ア)日 本のように年齢に代わる基準が確立 されていない中で、直ちに年齢差別禁
止という手法をとった場合には、労働市場の混乱 を招 く恐れがある、 イ)定年制の禁止によ
り、定年制の雇用保障機能が事実上失われ、高齢者の雇用機会の確保にかえって悪影響を及
ぼす恐れがある、ウ)「年齢差別禁止」 と言う概念は、誰もが高齢期 を迎えるという意味で、
純然たる人権規制とは異なるため、実現に向けては社会や雇用システムへの影響について、
多角的に考慮す ることが必要、として実情に即 した対応ではないとしている。
また、定年制度に関連する記述 としては、基本的には定年年齢を引 き上げるべきであるが、
企業の実態等から実施が困難な場nに は、希望者全員を簸象とする再雇用制度等の継続雇用
制度の導入によって年金支給開始年齢までの雇用 を確保すべきと している。続けて、「これ
までの 「法定定年年齢に基づく60歳定年ailを基盤 とし、65歳までの多様な形での雇用 ・就
業を推進す る取組」 から、「各企業における定年年齢の引上げを基本 とした取組による65歳
までの雇用確保 を基盤 とし、併せて65歳までの多様な働 き方を支援する取組」に転換 して
い くことが求められる」(5p>としている,本報告においては、基本的に定年制度 をなくす
とい う方向はとらないことが明示 された。また、定年年齢の引1一.げか継続雇用かについては、
曖昧な形での結論 となっている。
⑦ そのほか
ア)規 制改革 ・民間開放推進会議(2004年～)
総理大臣の諮問に応 じて内閣府内に設置 された会議である。規制改革 ・民間開放推進会議
3ヵ年計画が策定され、2004年3月iy日に閣議決定 されている。この中では、「中長期的に
は、年齢制限そのものを禁止することについてもその可能性を検討する」 となっている。 し
か し、2005年のフォローア ップ結果においても 「中期的に検討」とされたままであり、2次
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答申(2005年12月17日)では.高齢者雇用に関連する項 目が存在 しない。3次答.申(2006年
12月25日)も嗣様である。.
イ)再 チャレンジ推進会議(「多様な機会のある社会」..推進会議)(2006年噌)
2006年3.月の宮房長官決裁.により、首相官邸に設置 された会議.である。同年5月 の中間報
告において、高齢者雇用についてはX65uまで働 ける労.働市場の整備を早期に実現すること
に加 鳳..企業の事例収集、相談援助、.情報提供 をおこ.なうことにより、「70歳まで働ける企
J.の普及促進を進め、最終的には定年制のない 「いくつになっても.働ける社会」を目指す」
としている、企業での勤続 目標年齢を70歳に している点、定年制のない社会も目指す とし
ている点が注 目されるが、具体的な施策を提示 しているわけではない。なお、この.会議は
2008年1月の会合ならびに支援 プ.ランの発表以後ば活動.がない。
ウ〉高年齢者等職業安定対策基本方針(厚 生労働省告示第252号)(2009年)
2005年に発表 された同名の方針を廃止 し、新たに策定 されたものである。この中で.「雇
用管理の改善の研究等」という項 目において、年齢差別禁止 という考 え方について高年齢者
の雇用促進の観点から検討 を深めると.し.てい:る.。.ま、た▽ 「年.齢にかかわりなく働 き続けるこ
とができる社会の実現に向けた取組」.という項 目では、「意欲 と能 力のある限 り年齢にかか
わりなく働 き続けることができる.社会の実現を目指すため、.65歳までの高年齢者雇用確保措
置の円滑な実施に加 え、「70歳まで働ける企業」の普.及及び捉進 を.図ることとするJと し、
「また、機構(注1(独)高 齢者障害者雇111支援機構をさす.)その他の.関係団体においては、
「70歳.まで働ける企業」の普及及び促進を.図るため、事.業主へ.の啓発など.の必要な取組を進
める」.としている。2009年の時点で、..w歳ま.で働 ける企業の.普及.を目指すことが明示 され
ている。.た.だし、どのような形(定 年延長か継続雇用かな.ど).で実行するのかは明らかに.し
ていない。
なお、2006.年以降の高齢者に関する..LPL類似の.議論は、...内閣府ホームページ.、厚生労働省
ホームページ上の発表では確認で きなかつた、,.4=i成17年(2005年)以降の高齢社会白書に
おいても、定年制度 自体に言及 しているものは見出せなかった。
」
?
「
..ヒ記報告書の内容から、LO64年の高齢 者雇用安定法改正前後の動 きが確認でき.た。..定年制
度の再検討は当初は65歳定年缶腔 意識 していたよ.うである(①)が 、定年制の雇用保障機
能 を重視 し、何 らかの方(firによる65歳までの雇用という形へと論調ば変化していく..(②)。
..一方で 「年齢に関わ りなく働ける社会」 を唱えつ.つも(③)、.定T制廃止の議 論(④)..を経
た後は定年制の存否や年齢差別禁.r.については緒論の併記となり.報告の結論では定年制廃
止について立ち消 えの形 となる(⑤)。その後、.定年制廃止、.年齢差別禁止に関しては否定
的となる(⑥)。かくて2004年改正法は3つのオプションか らの選択方式となって提示 され
ることになったと考えられる。法改正の後には、定年制の議論自体が沈静化 してしまい、年
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齢差別禁止の議論も進んでいない。.目標 として、「70歳まで働 ける企業」 というものが残.っ
ているだけであり(⑦)、定年制度についての本質的な議論は進んでおらず曖A*なまま、 と
いうのが実情 といえよう。
5....考察 ・結 び
??
?、
ここまでの議論をもとに、定年制度の今 日.の位置を確認 し、人的資源管理に向けられたも
のは何かについて、考察する。
戦後形成 された定年制度の中心的な意義は雇用保障と雇用調整であ り、前者を重視 して制
度を存続 させ ることでその意義を今日ま.で「延命」 させている。ただ し、その歴史的経緯か
ら見れば、両者は緊張関係にあり、曖昧なまま存在意義 を問われる続けることになっている
といえる。
法解釈においては、定年制度は判例法理と:しては合理的なものとされているものの、学説
においては留保条件付肯定 もあれば、.否定説.もあり、そ.の存在について揺れている、少なく
とも定年制の合理性は確固たるものではないと.いってよ.いであ.ろう6
政策論 としては定年制の廃止に関 して、定.年制を.な.く.すべきとの議論と、右考え方に対 し
て批判的な議論 とがあるが、最終的な決着がついたわけではない。また、政府 レベルでの議
論における推移からすると、廃i允に関する議論 自体が立ち消えたかのようになっているもの
の、やや滞極的な議論が優勢であるようにもみえる。表面上では全体 ζ㌣て}定 年制g議 論
はある種の膠着状態 を見せているとも.x,えられる。
ただ し、別の兄方 を.することもで.きる。すなわち、2004年の高齢者労働法の改正における
「いずれの選択肢 に基づいて人重制度を改変するか各企業の事業主にゆだねたことになる」
(矢野2005)という点をより積極的にとらえる見方である。定年舗の騒h、 延長等の判断を
個々の組織に任せ、個別に高齢者を活用する方策を打ち出 していくことを促 しているとい う
解釈は可能である。大内(20tG)も雇用シ.ステムには変化は必要で、今度の課題のひ.とつ と
して考えるべ き問題 は高齢者の有効活用であり、これは企業の人事管理上の課題zあ るとし
(12p)、同時に、既存の判例法理 との整合性 を考慮 し、法が この問題に介入するζとにつ い
ては慎重に考 えて.いく必要がある.(大内LOO9129p)としている。つまり、定年制度はそ
の意義 を.曖昧なものとしたまま労働内部illに委ね られ、組織の問題として何.らかの施策、
より端的に言 えば、人的資源管理の側からの新たなアクショ.ンが求め.られていると考えられ
るのである。人事管理の側が法や制度の存在を前提に 「f士方がなく」定年制に対峙するので
はなく、法解釈論や制度論のほうが、新たな展開を求めてむ しろ人的資源管理の側か らの動
きを待 っていると考えるべ きではないか。高齢者雇用の問題は、法律(法 解釈)、法政策、
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?
?
年金制度 といった諸要素が関連 し、複雑に絡み合 っているだけに、なかなか解決の糸口を得
にくい印象があるが、むしろ、人的資源管理の'i}で!ik功事例や独自の諸施策を提示するこ
とで、法や制度、政策が後からついて くる、 という可能性があり、今はそのステージにある
と考えられる。諸施策は、組織によって定年廃止 による場合 もあれば、定年制をきっち り形
成 し、それを守 るという形 もあるかも しれない、,少なくとも、定年制、より広 くは高齢者の
雇用問題を雇用終了の一側面 としてのみ捉 えずく人的資源管理のファクターの一つ として積
極的に捉えるべきで、現状の政策や法律に沿ってさ.えいれば(法 に違反 さえしなければ)い
い問題だと消極的に割り.切って しまわないほ うがよいと考える.高齢者人材の処遇について、
人的資源管理の観点からのさらなる進化が=hめられている、ということが今回の考察 を通 じ
て明らかにできたと考える。
以上、法解釈、制度論の議論から導 きうる定年制度の今 日的位置付けを見てきた。隣接分
野の現状を分析することを通 じ、定年制度にかかわる問題が人的資源管理にとって 「どこに
立っているのか」を明らかにできたことが本研究における実践的貢献である。
本論における限界は、定年年齢延長に伴 う卸渡 の実質的な希薄化の問題、及び、年金 との
関係に関する問題を含めて考察することがで きな.かつた点がある。また、法政策に関連 して、
近年キャリア権 という概念が着目さ.れているが、この点について.ふれることもできなかった。
これらも包含 したより緻密な議論は次の機会をTつ こととし.たい。
【注 】
(i).1958年のHkF連の調査で、定年制の普LY"i'`は対象349社のほとんど100%に近い高率を示したという.
目本労働年鑑 第51集(1981;A2p
② た.だし.定年延長.については、必ずしも.一本調子で施策が進んできたわけでは.ない。政府、政党、.労働
組合、経営側の様々な動きの中で出来Lが ってきた.もσ)であるとの指摘がある。.右事情に.ついては濱17
(2006)が詳 しい...一方、f3.uは高度成長期の定年延長の動きについて 「定年延長の噴出の背景として
、F均余命め伸張はii定できないとしても、それは定年を継続 されてきた雇用の中断と受け止める長期勤
続層の増加傾向や高齢期の生活向上志向の強まりなどと結びついて現実の影響.力を持った」(佐口2σ00
pfi3>としている。
(3)佐LI(2000)はこの時期の定年延長制度は経営側主導で進行し、端的にいえば戦後形成された定.,制度
の空洞化の開始であったとする。定年前の退職者の比率が増加 していることに着日し、経営側の上導で
退職課程の仕紐みが作られていったととらえている。
(4)奥西(2001)は、ラジア ・ーの議論に関 し、なぜ年令について 律 の定年制になるのかを論じている。奥
西によれば、単 ・の年.n.が必ずしも最適な離職.年令になるとは限らないはずだが、個々の労働:者によっ
て異なる定年年齢を設定するのは問題があるという取引費川の問題、また、生産性や機会費用の算出な
らびにその企柴と労働者での共有はｫiで あるという情報の不完全性の問題から一fifiの定年制になった
としている。
(5>戎野は同論文において、近年年齢問題が改めて提起 され、大きく議論されることとなった要IAIについて
分析している,,
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